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2024年12月23日 

各   位 
会 社 名   JALCOホールディングス株式会社 

代表者名   代表取締役社長 田辺 順一 

（東証スタンダード・コード6625） 

問合せ先  管理本部長 櫻井 義郎 

電 話   03－3274－5240 

 

資金使途の変更に関するお知らせ 
 

当社は、本日開催の取締役会において、2024年８月14日付「第三者割当による新株式及び第４回新株
予約権の発行に関するお知らせ」、2024年８月20日付「第５回無担保普通社債（私募債）並びに第三者
割当による新株式及び第４回新株予約権による調達資金の支出予定時期変更に関するお知らせ」、2024
年10月16日付「資金使途の変更に関するお知らせ」、2024年11月29日付「第４回新株予約権の一部放棄
及び調達資金の充当額の変更に関するお知らせ」にて開示しました資金使途について、下記のとおり一
部変更することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 
 

記 

 

１．変更の理由 

当社グループは、長期的に安定した収益を見込める優良な賃貸用不動産の取得を成長戦略の基本方
針の一つとして掲げております。さらに、当社グループでは、過去の経験と実績を活かし、アミュー
ズメント業界に関連する不動産事業、貸金事業、Ｍ＆Ａコンサルティング事業をコア事業と位置づけ、
経営資源をこれらコア事業に集中させる戦略を推進しています。この戦略により、当社グループにお
ける、さらなる事業の拡大と効率化を迅速に図る方針です。 
上記方針のもと、2024年３月期および2025年３月期の上期においては、金利と物価の変動に対応し

つつ、当社グループのポートフォリオを多様化させ、収益基盤の強化を目指して郊外における高収益
物件と、都心における換価性の高い物件の取得を積極的に進めてまいりました。 
2025年3月期の下期においては、特に郊外における高収益物件の取得を重視し、長期的に安定した賃

貸収入の確保を目指しております。 
この方針のもと、2024年10月から12月に取得を予定していた北海道の賃貸用不動産については、取

得に向けた交渉を進める中で、地主および金融機関とのさらなる調整が必要となり、一時的に見送る
判断をいたしました。一方で、さらに営業力の高い企業が運営するホールであり、将来的な換価性の
高い神奈川県の物件が新たに有望な投資先として浮上したため、慎重な検討の末、優先順位を変更い
たしました。なお、北海道の物件につきましては、引き続き交渉を継続してまいります。 
また、2024年11月27日に開示しました「連結子会社における収益不動産取得に関するお知らせ」に

記載しているとおり、新潟の物件につきましては売買契約を締結し、2024年12月25日付けで決済をす
る予定であります。 
なお、福島県および埼玉県における物件については、現段階ではＭ＆Ａを含むスキームの整理や価

格交渉が進行中であり、詳細な検討が必要であることから、支出予定時期を見直しております。 

 

２．変更の内容 

（変更箇所は、下線を付して表示しております。） 

 

【変更前】 

＜本新株式及び本新株予約権の発行に係る手取金の使途＞ 

具体的な使途 
取得額の総額 

（百万円） 

調達した資金の充当額 

（百万円） 
支出予定時期 

① 賃貸用不動産の取得(新潟） 

（注１） 
2,750 

 663（本新株式） 

 41（本新株予約権） 

2024 年 12 月～ 

2025 年３月 



- 2 - 

 

 

＜本新株予約権の行使に係る手取金の使途＞ 

具体的な使途 
取得額の総額 

（百万円） 

調達した資金の充当額 

（百万円） 
支出予定時期 

② 賃貸用不動産等の取得(北海

道） 

（注２） 

3,000 1,500 2024 年 10 月～12 月 

③ 賃貸用不動産の取得(福島） 

（注３） 
6,000 6,000 

2024 年 11 月～ 

2025 年３月 

④ 賃貸用不動産の取得(埼玉） 

（注４） 
4,510 1,814 2025 年２月～３月 

合計 16,260 10,018  

（注) １．新潟県の物件は、既存のアミューズメント企業が所有する建物を 2,750 百万円で取得する予
定であり、そのうち本新株式及び本新株予約権の発行により調達した資金 704 百万円を当該
不動産の取得資金の一部として充当する予定です。残額については、金融機関からの借入及
び自己資金を充当する予定です。 

２．北海道の物件は、既存のアミューズメント企業が所有する建物等を 3,000 百万円で取得する
予定（取得予定額には、ホール営業権を売却するためのオプション契約にかかる代金が含ま
れております。）であり、そのうち本新株予約権の発行により調達した資金 1,500 百万円を
当該不動産等の取得資金の一部として充当する予定です。残額については、金融機関からの
借入及び自己資金を充当する予定です。 

３．福島県の物件は、既存のアミューズメント企業が所有する土地建物 2,000 百万円、土地建物
2,000百万円及び土地建物 2,000百万円の合計 3物件を 6,000百万円で取得する予定であり、
そのうち本新株予約権の行使による調達資金 6,000 百万円を当該不動産の取得資金全額とし
て充当する予定です。 

４．埼玉県の物件は、既存のアミューズメント企業が所有する土地建物 2,670 百万円及び土地建
物 1,840 百万円の合計２物件を 4,510 百万円で取得する予定であり、そのうち本新株予約権
の行使による調達資金 1,814 百万円を当該不動産の取得資金の一部として充当する予定です。
残額については、金融機関からの借入及び自己資金を充当する予定です。 

 

 

【変更後】 
＜本新株式及び本新株予約権の発行に係る手取金の使途＞ 

具体的な使途 
取得額の総額 

（百万円） 

調達した資金の充当額 

（百万円） 
支出予定時期 

① 賃貸用不動産の取得(新潟） 

（注１） 
2,200 

 663（本新株式） 

 41（本新株予約権） 
2024 年 12 月 

＜本新株予約権の行使に係る手取金の使途＞ 

具体的な使途 
取得額の総額 

（百万円） 

調達した資金の充当額 

（百万円） 
支出予定時期 

② 賃貸用不動産等の取得(神奈

川） 

（注２） 

3,600 1,500 2025 年 1 月～６月 

③ 賃貸用不動産の取得(福島） 

（注３） 
6,000 6,000 2025 年 1 月～７月 

④ 賃貸用不動産の取得(埼玉） 

（注４） 
4,510 1,814 2025 年２月～９月 

合計 16,310 10,018  
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（注) １．新潟県の物件は、既存のアミューズメント企業が所有する建物を 2,200 百万円で取得する予

定であり、そのうち本新株式及び本新株予約権の発行により調達した資金 704 百万円を当該
不動産の取得資金の一部として充当する予定です。残額については、金融機関からの借入及
び自己資金を充当する予定です。 

２．神奈川の物件は、既存のアミューズメント企業が所有する土地建物等を 3,600 百万円で取得
する予定であり、そのうち本新株予約権の発行により調達した資金 1,500 百万円を当該不動
産等の取得資金の一部として充当する予定です。残額については、金融機関からの借入及び
自己資金を充当する予定です。 

３．福島県の物件は、既存のアミューズメント企業が所有する土地建物 2,000 百万円、土地建物
2,000百万円及び土地建物 2,000百万円の合計 3物件を 6,000百万円で取得する予定であり、
そのうち本新株予約権の行使による調達資金 6,000 百万円を当該不動産の取得資金全額とし
て充当する予定です。 

４．埼玉県の物件は、既存のアミューズメント企業が所有する土地建物 2,670 百万円及び土地建
物 1,840 百万円の合計２物件を 4,510 百万円で取得する予定であり、そのうち本新株予約権
の行使による調達資金 1,814 百万円を当該不動産の取得資金の一部として充当する予定です。
残額については、金融機関からの借入及び自己資金を充当する予定です。 

  

３. 今後の見通し 

   資金使途の変更による2025年３月期の業績への影響は軽微であると見込んでおりますが、販売用不
動産の売却など、ポートフォリオの入れ替え等により、重要な影響が発生した場合には、速やかに開
示いたします。 

 

 

以 上 

 


